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協調的経済下における労働規律モデル

研究ノート

協調的経済下における労働規律モデル

遠　山　弘　徳

Ⅰ　はじめに

企業の競争力，生産性が問われる場合，企業内部の労使関係に関するエージェンシー問題⑴を

解決することが重要となる．すなわち，如何にして労働者から労働努力を引き出すのかというこ

とが課題となる．

労働者が賃金との引き換えに使用者の権威の下に入ることに同意する場合，雇用関係が成立す

る．しかし，適切な努力水準に対する合意は，ほとんどの場合，法的には強制することはできな

い．労働者にとってある最低水準を超えて労働努力を供給するにはコストがかかる．労働者は，

自己の労働努力を提供するさいのコストと，使用者が労働者のパフォーマンスに不満を持つ場合

に労働者に科すペナルティとを比較考量しながら，労働努力水準を選択する．ペナルティが存在

しない場合，労働者は最低水準を超えて労働努力を供給することはない．使用者が労働者に科す

ペナルティは雇用関係を更新しないこと――すなわち，労働者を解雇することだと仮定すると，

労働者がペナルティを回避しようとするのは，現在の職を失ったときに発生する期待所得の低下

――すなわち失職コスト――が労働者にとってコストを課すものだからである．したがって，失

職コストが正である場合，労働者は最低水準を超えて労働努力を供給するように誘発される（Bowles

（1985），Bowles and Gintis（1993））．

こうしたエージェンシー問題への対処方法からは次の２つインプリケーションが引き出される．

第１に，労働者のパフォーマンスに対するモニタリングと労働者にとっての失職コストの上昇が

労働努力を引き上げる．第２に，エージェンシー問題は，使用者が労働者に期待する労働努力水

準と労働者の労働努力選択が整合性を持ち得ないために発生する．したがって両者の整合性を得

るために，労働者が企業の生産的資産を所有することが理論的可能性として提示される（Bowles 

⑴ エージェンシー問題は，エージェント（代理人）がプリンシパル（依頼人）に代わって何らかの経済的行為を
行う場合，プリンシパルにとってエージェントに委託内容に沿った行動をとらせることが難しく，コストを要す
る場合に発生する。このため，プリンシパルはエージェントが自己の目的に整合的に行動するよう動機づけをあ
たえる必要がある。
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and Gintis（1993））．

しかし，こうした理論的結論には実証研究から疑問が提示されている．１つは解雇――および

それをベースに置いた失職コストとモニタリングの上昇――が労働努力に与える効果については

強い効果が見出されないということ，より正確には，ある特定の制度環境の下においてはそうし

た効果が見出されないということが指摘されている．そして第２に，使用者が労働者に期待する

労働努力水準と労働者の労働努力選択の整合性が資産の所有の移転に限定されず，資産の所有の

移転と同じ効果が異なった方法によって実現されるということも指摘されている（Gordon（1994），

Weisskopf（1987））．

そこで本稿では，こうした実証的成果を踏まえて解雇の威嚇をベースにした労働規律モデルの

簡単な拡張を行った上で，ミクロデータを利用し協調的な労使環境が労働努力に与える効果を検

討する．

以下，本稿は次のように構成される．次節においては，最初に，Bowlesによって展開された労

働規律モデルを説明する．その上で，実証研究からの批判を踏まえ，同モデルの簡単な拡張を試

みる．次いで，順序プロビットモデルを利用し，失職コスト，協調的環境および労働努力の関連

を実証的に検討する．最後に，本稿で得られた結論をまとめる．

Ⅱ　分析の枠組み

Ⅱ－１　労働規律モデル

最初に，Bowles（1985），Bowles and Gintis（1993）にしたがって労働者の労働努力選択――最

適労働努力反応――を示すことにしたい．労働者の職を一種の資産とみなすと，労働者が現在職

に就いている価値vは，労働者が解雇される確率を考慮した，将来の効用の割引現在価値として

定義される．労働者のフォールバックポジション zを，失職した労働者にとっての将来の効用の

現在価値として定義する．これは失職した労働者が将来にわたって得る失業給付流列の現在価値

と代替的な職の価値である．したがって労働者にとって現在職を有していることの価値は次のよ

うに定義される．

u(w,e)+ [1－f (e,m)]v+ f (e,m) z
1+ρv＝

u＝u(w,e)は労働者の効用関数であり，wは実質賃金，eは労働努力水準である．(w,e)>0にかん

しては，uw>0,ue<0を仮定する．ρは労働者の時間選好率である．fは労働者の努力水準が使用者に

よって満足行く水準ではないと評価された場合に解雇される確率である．これは労働者の労働努
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力eに負に依存し，モニタリングmに正に依存する（fe<0, fm>0）．労働者は，今期のu(w,e)，解雇

されなかった場合――すなわち契約の更新は確率１－f (e,m)で発生する――の職の価値v，および

解雇された場合――確率f (e,m)で発生する――の価値zを受け取る．単純化のために所得と努力の

効用が両方とも期末に評価されると仮定すると，全体が1/(1+ρ)によって割り引かれる．整理する

と，次式が得られる．

v＝[u(w,e)－ρz] [ρ＋f (e,m)]＋z

そこで，右側の最初の項はv－zに等しいから失職コストである．したがって現在職に就いてい

ることの価値=失職コスト+フォールバックポジションとなる．使用者による解雇の威嚇が効果

的となるのは，v＞zの場合に限られる．そのさい，労働努力に関する労働者の最善の反応関数は

wとmを所与としてvを最大化するようeを選択する労働者の行動から発生する．すなわち，反応

関数はそれぞれの賃金とモニタリング水準に対して労働者の職の現在価値を最大化する努力水準

であり，したがってVe ＝0によって定義される．この反応関数はe＝e(w,m)として表現される．

この最適努力反応関数にもとづけば，モニタリングの増加と賃金（失職コスト）の上昇が，労

働努力を引き上げ，労働生産性の上昇へとつながる．しかし，こうした理論モデルから引き出さ

れる結論は必ずしも実証的な研究とは整合しない．

Weisskopf（1987），Gordon（1994）の実証研究が示しているように，労働インセンティブ問題

の解決は制度的環境によって異なる．Bowlesのモデルから，労働努力したがって企業の生産性は

解雇の威嚇にしたがって労働モニタリング水準と失職コストに依存するということが引き出され

た．しかし，Weisskopf（1987）において，生産性上昇率に与える失業率――失職コストの主要な

決定要因――の正の効果という結果がサンプル諸国のうちアメリカ経済だけに妥当し，その他の

経済――スウェーデンとドイツ――においては妥当しなかったことが指摘され，失業が生産性に

与える効果がその国の社会経済的環境――協調的労使関係や労働者の保護――応じて多様である

という結論が提示されている．同様に，Gordon（1994）も，労働－経営関係のあり方が生産性上

昇率に与えるインパクトに注目し，次のように述べている．「『労働抽出』の論理がまったく妥当

しないシステム――労働者の生産性は賃金レントにも監督強度にも依存しないシステム――もあ

れば，妥当するシステムもある．そうだとすれば，監督強度と失職コストは，『にんじん』に依存

する国に比べ，『むち』に依存する国での方が高いということが見出されるかもしれない」（Gordon

（1994），p. 376. cf. Gordon（1996））．そこで次に，Drago and Perlman（1989），Rebitzer and Taylor

（1991），Rebitzer（1993）の二重労働市場論モデルを援用し，Bowlesモデルによって展開された

労働規律モデルに，協調的な制度環境の効果を導入し，モデルの拡張をはかることにしたい．
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Ⅱ－２　労働規律モデルと協調的経済

２つの労使環境を想定する．すなわち，協調的な労使関係と対立的な労使関係である．そこで

労働者は――労働者が遭遇する労使環境に依存しながら――２つの異なった意思決定ルールにし

たがって労働努力水準を選択すると仮定する．第１に，協調的な環境の下では労働者は使用者に

よって信頼されていると受け止め，そうした使用者に対しては公正な方法で行動し，期待所得に

照らして公正と思われる労働努力を提供することで対応する．すなわち，もし労働者がより多く

支払われるのならば，労働者は公正に行動し，より熱心に働くであろう．第２に，非協調的環境

すなわち対立的な環境の下では，労働者は，労働規律づけモデルのように，利己主義的に行動し，

公正にはまったく考慮せず，より高い努力とより低い努力のコストを比較考量する．

対立的労使関係環境水準cは，具体的にはたとえば監督労働者数等の労働モニタリング水準に

よって表現されるであろう．これは0＜c＜1に制約されている．c＝0は対立的労使環境が存在し

ないこと，c＝1は対立的な労使環境を含意する．そして労働者は次のような分離可能な効用関数

を持つとする：

そこでwは賃金，eは労働努力水準である．対立的労使環境水準cは，労働者が信頼されている

と感じるか否かに応じて労働者の努力決定の中に入る．すなわち，敵対水準が低いもしくは不在

であれば，労働者は公正規準にしたがって行動するが，他方，対立水準が上昇するにつれて，労

働者は機会主義的な仕方で効用を最大化しようとする．そのとき，労働者は次のようなルールに

したがって努力を選択する．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低水準のcの場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高水準のcの場合

そこで，αは一種の公正指標であり，単純化のために線形と仮定される．ルールⅠのもとでは，

労働者は努力と賃金を公正に等しくするように行動する．他方，ルールⅡのもとでは，労働者は

公正を考慮せず，期待効用最大化と両立可能な最小の労働努力を選択する．

ルールⅠのもとでは，労働者が努力と賃金を結びつけるが，しかしルールⅡのもとでは，使用

u1(0)＝0,u2(0)＝0
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者が賃金と努力を結びつけなければならない．でなければ，労働者は労働努力を発揮しないであ

ろう．したがってルール２が有意な場合，上述のBowlesモデルが適用される．すなわち，労働者

はさぼりが発覚したときに解雇されることを恐れるため，労働努力を提供する．ルール２の行動

は労働努力eを次のように定義する：

不等号は対立的労使環境水準と賃金に対する正のリターンを含意する．他方，機会主義的行動

を所与とすると，ゼロもしくは市場清算的賃金がさぼりにとってゼロのコストを含意し，その結

果，ゼロの努力水準が生じる．そして対立的労使環境の下では，労働者を監督するようなモニタ

リングが存在しなければ，同様にゼロ水準の努力を誘発する．したがって上述の労働規律モデル

と一致する．さらに，労働規律づけモデルに関する等労働努力曲線は下向きの傾きを持ち，通常

の仮定の下では厳密に凸である．

労働者が相対する対立的労使環境水準に応じて，ルールⅠもしくはルールⅡを労働者が選択す

る方法については，ここでは単純なウェイトづけを採用する：

それは，対立的労使環境水準がゼロに近づくにつれて，労働者がルールⅠにしたがって行動す

ることを示しており，他方，対立的労使環境水準が１に接近するにつれて，労働者がルールⅡに

したがって行動するということを示している．これは，Gordon（1994）が指摘したような，低水

準の対立環境（高い協調水準）の下では，労働者の信頼が醸成され，労働者が公正に振る舞い，

他方，高水準の対立的な労使環境の下では，労働者は機会主義的に行動するという主張と両立す

る．

この対立水準で重みづけられた労働努力選択モデルは図１のような等努力曲線を描く．等労働

努力曲線は高賃金・対立水準ゼロから出発すると，最初に上向きの経路をとる．すなわちそこで

はルールⅠが支配的となる．他方，さらに対立水準が上昇して行くと，ルールⅡが支配的となり，

通常の等労働努力曲線が生まれる．
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この労働努力選択モデルの下では，対立水準が低い下（たとえばA点の下）において対立水準

が上昇した場合，労働努力が低下するということを含意する（等労働努力曲線は原点に対して凹

である）．等労働努力曲線において，こうした上向きの経路部分が存在するのは，使用者との対立

が高まり労働者が自分は信頼されていないと認識すると，労働者がさぼりはじめるからである．

対立水準の追加的１単位の上昇から生じる労働努力の便益が，協調や信頼を弱める負の効果によっ

て凌駕されるからである．労働者が信頼されていないと受け止めるところでは，労働者はもはや

信頼を得ようと労働努力を高めることはない．その段階では，Bowles型の労働規律モデルにした

がって，モニタリングの増加もしくは賃金の上昇――失職コストの上昇――が見られなければ，

労働努力は低下するであろう．

他方，十分に高い対立水準（たとえばB点）では，ルールⅡが支配し，等労働努力曲線は凸と

なる．その地点では協調や信頼はそれほど重要でなくなり，労働者は労働規律づけ行動にしたが

うことになる．対立水準が信頼や協調を破壊したところでは，対立水準をさらに高めることは，

常に，労働規律モデルにしたがって労働努力に正の効果――ただし限界的に低下して行く――を

与えるであろう．したがって，等労働努力曲線において下向きの傾きを持つことになる．

上述の簡単なモデルが対立・協調水準と労働努力の関係を説明できる．ある労働者は相対的に

図１　等労働努力曲線：異なった労働努力選択ルール
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高い賃金と協調的労使環境水準と関連づけられ，他の労働者は賃金と対立水準――たとえば，監

督労働者の増加――のトレードオフと対立的な労使環境水準と関連づけられる．こうした理論モ

デルから引き出される含意は以下の２点である．すなわち，労使環境が協調的であるか，対立的

であるかに応じて異なった労働努力選択メカニズムが働くということ，また協調的から対立的へ

と労使環境が変化する場合，労働努力を誘発するメカニズムの切り替えが発生するということで

ある．そこで次に，こうした仮説をテストするために，ミクロデータに順序プロビッとモデルを

適用し検討することにしたい．

Ⅲ　データと方法

Ⅲ－１　データ

Gordon（1994），Weisskopf（1987），Green and Weisskopf（1990）の労働努力・労働生産性に

関する実証分析はマクロデータにもとづくものであった．しかし，Bowles（1985）モデルは本来

ミクロレベルの労働者の労働努力水準に関する選択を説明するものであった．そこで本稿ではミ

クロデータを利用し，労働努力，失職コストおよび協調的環境との関連を検討することにしたい．

本稿の分析にとってキー変数は労働努力選択，失職コストおよび協調水準を表現するミクロレベ

ルの指標である．このためInternational Social Survey Programme, 2009, Social Inequality IVを利

用する．

⑴ 従属変数

労働努力水準選択を評価するために，同調査における次の質問項目を利用した．

Please tick one box for each of these to show how important you think it is for getting ahead in 

life. How important is hard work?

この質問に対する回答が労働努力選択の代理指標として利用される．正確に言えば，これは職

場における労働努力を反映するものではない．むしろ「勤勉性」を評価するための指標として理

解することがより適切であるかもしれない．しかし，本稿では本指標を労働努力の代理指標とし

て利用する．このために分析にあたっては回答者のうち就業状態が「被用者」と回答した者だけ

を取り出した⑵．本質問に対する回答は次の５項目からなる．

１．Essential

２．Very important

⑵ すなわち，就業状態を問う質問項目において次の３つの状態を選択した回答者のみを取り出した．1 Employed, 
full-time, 2 Employed, part-time, 3 Employed, less than part-time
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３．Fairly important

４．Not very important

５．Not important at all

こうした質問に対する回答データを労働努力選択の代理指標として利用するが，分析にあたっ

ては直感的に理解しやすいようにするため，すべての回答の数値を反転させている．たとえば，

Essentialは１の値から５の値に変更している．したがって数値の５はもっとも高い労働努力水準

を表現し，数値が低い程，低水準の労働努力選択を表現する．

⑵ 説明変数

焦点となる説明変数，労使関係の協調水準については次の質問項目を利用した．本指標も直接

的には再分配に対する選好を捉えるものである．本稿では社会全体の再分配性向が強ければ，労

使環境においても協調的な関係が成立する可能性が高いという理解のもと，本指標を協調的労使

関係の代理指標とした．

It is responsibility of the government to reduce the differences in income between people with 

high income and those with low incomes.

この質問に対する回答は

１．Strongly agree

２．Agree

３．Neither agree nor disagree

４．Disagree

５．Strongly disagree　

労働努力指標と同様に，分析にあたっては直感的に理解しやすいようにするため，すべての回

答の数値を反転させている．たとえば，Strongly agreeは１の値から５の値に変更している．した

がって数値の５はもっとも高い協調水準を表現し，数値が低い程，低水準の協調水準を表現する．

もう１つの焦点となる説明変数は失職コストである．失職コストの代理変数として次ぎの質問

項目を利用する．

Would you say you earn much less or much more than deserved?

この質問に対する回答は

１．Much less than I deserved

２．Less than I deserved

３．What I deserved

４．More than I deserved
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５．Much more than I deserved

失職コストは上述の定義のように，失職した場合，失われる期待所得であり，その存在は労働

者にとって現在の職を保持することの価値を高めることになる．この質問項目において自己の価

値に匹敵する賃金もしくはそれ以上の賃金を受け取っているのであれば，失職コストと同じよう

に，労働者は現在の職を保持することに価値を見出すことになる．そこで本稿ではこの質問項目

を失職コストの代理変数として利用する．

⑶ コントロール変数

この他に利用されるコントロール変数は性別，年齢，配偶者の有無，労働組合員か否か，およ

び公共部門・民間部門労働者，自営業別である（なお，以上のデータの詳細については巻末のデー

タ一覧を参照されたい）．

Ⅲ－２　方法

われわれの理論モデルは協調水準が解雇をベースにした労働規律効果を弱めることを含意して

いる．言いかえれば，対立的労使環境の下ではBowles型の労働規律効果が機能し，協調水準が上

昇するにつれて公正賃金・労働努力の効果が見出されるということを含意している．上述のよう

に，説明変数は序数である．そこでこの仮説をテストするために，労働努力水準の選択を予測す

る順序プロビットモデルを利用する．

順序プロビットモデルでは，観察された被説明変数が，直接的には観察されない潜在的被変数

が閾値によって設定されたある範囲内にあれば，特定の値をとるものとしてモデル化される．す

なわち，個人の選択する労働努力水準すなわち被説明変数e（順序カテゴリー１,…,５）が連続的

潜在変数e*i＝x'iβ＋ui 対応していると想定される．そこで，e*は尺度されない潜在的な労働努力の

水準であり，Xは説明変数，βは係数であり，u～N(0,1)は標準正規分布にしたがう誤差項である．

潜在的な労働努力水準e*は説明変数と閾値kの線形関数として推定される．観察された労働努力水

準は５つの順序カテゴリーを持ち，個人がそれぞれの選択肢を選択する確率は次のように表すこ

とができる：

Pr(e＝1)＝Pr(x’i β＜k1)

Pr(e＝i)＝Pr(ki－1＜x’i β＜ki)� f or i＝2,…,4

Pr(e＝5)＝Pr(k5＜x’i β)

そこでk1,k2…,k5は閾値である．
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Ⅳ　実証結果

Ⅳ－１　推定結果

以下の表においては，最尤法を用いて上述の順序プロビットモデルを推定した結果を示してあ

る．

推定結果を見ると，協調水準cooperativeは労働努力work_effortに負の効果を与えていることが

理解される．プロビットモデルにおいては，パラメータの符号は，潜在変数が説明変数とともに

上昇するかどうかを決定する．係数が負である場合，説明変数の上昇は，被説明変数の低い順序

カテゴリーの確率を上昇させ，高い順序カテゴリーの確率を低下させるということを意味する．

したがって協調変数の符号が負であるという推定結果からは，労使間の協調水準が上昇するにつ

れて高水準の労働努力カテゴリーの確率が低下し，低水準の労働努力カテゴリーの確率が上昇す

るという結果が引き出される．反対に，協調水準が低下すれば――言いかえれば，対立水準が上

昇すれば――，高水準の労働努力カテゴリーの確率が上昇し，低水準の労働努力カテゴリーの確

率が低下する．こうした結果はBowlesの労働規律モデルと整合的である．すなわち，労使関係が

対立的であればあるほど，解雇の威嚇効果およびそれをベースにした失職コストとモニタリング

にもとづく労働努力を抽出する効果が見出される．

表１　推定結果
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他方，本稿の分析にとってもう１つの焦点である失職コスト変数cost_joblossは，同様に，マイ

ナスの符号を示しているが，この結果は統計的にも有意ではないし，またモデルにもとづく理論

的予測にも反する．

Ⅳ－２　協調水準と各労働努力カテゴリーの確率予測値

本稿の分析の焦点は協調水準の変化が労働努力にどのような影響を与えるかどうかであり，上

述の理論モデルからの予測は協調水準の上昇とともにインセンティブ・メカニズムがルール１か

らルール２に変化し，労働努力水準を高めるというものである．上述の順序プロビットモデルの

推定結果からは，労使間の協調水準が上昇するにつれて高水準の労働努力カテゴリーの確率が低

下し，低水準の労働努力カテゴリーの確率が上昇するということが結果が見出された．ここでは

表１の推定結果にもとづき，協調水準の変化（すなわち順序づけられた再分配性向の回答）とと

もに労働努力の５つのカテゴリーのそれぞれがとる確率を計算し，両者の関連をより詳細に検討

することにしたい．

協調水準の代理指標は再分配性向であり，それは「所得格差を低下させることが政府の責任で

あるか」と問う質問項目であった．これに対する回答は５つカテゴリー―― “strongly disagree”，

“disagree，“neither agree nor disagree”，“agree”，および “strongly agree” ――である．以下の図

においては，こうした協調水準の程度を横軸に，そしてそれに応じた労働努力カテゴリーの予測

確率（縦軸）を描いてある．

図２においては，潜在的労働努力水準の変数がカテゴリー１―― “Not important at all（まっ

たく重要でない）” ――となる確率の予測値が協調水準ごとにどのように変化するかを示してあ

る．表１において示された推定結果から期待されるように，協調水準が高い程，「熱心に働くこと

が重要か」という質問に対して労働者が「まったく重要でない」と回答する確率は高くなってい

る．すなわち，協調水準が上昇するにつれて，労働者にとって労働努力の供給はそうした協調も

しくは対立環境とは無関係となる，と理解される．

図３においては，潜在的労働努力水準の変数がカテゴリー５―― “Essential（不可欠）” ――と

なる確率の予測値が協調水準ごとにどのように変化するかを示してある．図２とは対照的に，協

調水準が低い程，「熱心に働くことが重要か」という質問に対して労働者が「不可欠」だと回答す

る確率は高くなっており，反対に，協調水準が上昇するにつれて熱心に働くことが「不可欠」だ

とする確率は低下する．この結果は図２の結果と整合的であり，「熱心に働くこと」は対立的環境

（低い協調水準）においては高く，協調的環境（高い協調水準）においては重要ではなくなる．
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図２　協調水準と「まったく重要でない」の予測確率

図３　協調水準と「不可欠」の予測確率
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以上の図２と図３の結果は整合的であり，このかぎりではBowles（1985）の理論モデルが支持

される．つまり経済社会――より限定的には労使関係――が対立的であればあるほど，解雇をベー

スに高い労働努力が引き出される可能性が高い．

しかし，協調水準ごとに回答カテゴリーが “Fairly important（かなり重要）” および “Very 

important（とても重要）” となる予測確率を計算した場合，Bowlesモデルの予測とは整合性を持

たなくなる．図４において示されているように，「熱心に働くことが重要か」という質問に対して

回答が「かなり重要」となる予測確率は，協調水準が上昇するにつれて上昇し，反対に，高い対

立（低い協調）水準では低い水準にある．こうした結果はBowlesモデルにもとづくは明らかに反

しており，むしろ，Gorodon（1994）等の実証研究が引き出された結論に近く，本稿で拡張した

理論モデルにもとづけば公正賃金（協調環境）－労働努力の結びつきと整合的である．

「熱心に働くことが重要か」という質問に対して回答が「とても重要」となる予測確率の結果を

見た場合も図４のケースと同様の傾向を示している（図５）．しかし，より厳密に言えば，この結

果は協調水準がもっとも低い水準にある場合ももっとも高い水準にある場合も，ともに「とても

重要」確率を低下させるようである．これは，行き過ぎた対立的環境も，反対に行き過ぎた協調

的環境もともに労働努力――「とても重要」――に負の効果を与えるということを示唆するもの

かもしれない．

図４　協調水準と「かなり重要」の予測確率
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以上のように，協調水準に対応したそれぞれの労働努力カテゴリーの予測確率を検討した結果，

少なくとも次の結論を引き出すことはできるであろう．第１に，Bowles型の労働規律モデルにも

とづく予測――つまり経済社会，より限定的には労使関係が対立的であればあるほど，解雇をベー

スに高い労働努力が引き出される――には一定の留保が必要である．第２に，協調水準が高い場

合――公正賃金モデルのメカニズムをつうじて――労働努力が上昇する可能性がある．

Ⅴ　終わりに

労働規律モデルの研究に対する本稿の貢献は，１つには二重労働市場論のモデルを利用し，比

較経済に適用可能となるようにBowles（1985）のモデルを拡張し，制度環境――協調水準――が

労働規律に与える効果を導入したことにある．そして第２に，労働規律モデルに関するこれまで

の実証研究――Weisskopf（1987），Gordon（1994）――がおもにマクロレベルでの検討にとど

まっていたが，本稿はミクロデータにもとづきそのモデルの妥当性を検証した点にある．

しかし，本稿の分析から得られた結果は限定的であり，多くの課題を残している．理論的には，

労働努力と協調水準の関連は図１にしたがった形状を描くと予測されたものの，実証分析におい

図５　協調水準と「とても重要」の予測確率



― ―41

協調的経済下における労働規律モデル

ては――図４と図５の予測確率がその妥当性を示していると解釈することもできるが――そうし

た理論予測を支持する頑健な結論は得られなかった．また，実証的には，失職コストが有意では

ないという推定結果は，理論予測とは大きく異なる点であり，この点を考慮すれば，労働努力指

標および実証モデルの再検討を要するであろう．第２に，協調水準の代理指標は個人の選好によっ

て代理されており，本指標も制度環境とするためには再考を要するかもしれない．

本稿の焦点が個人の労働努力選択とマクロの協調水準の関連に置かれていたことを考えれば，

実証分析の方法も再検討を要するであろう．以下の図６は単純に労働努力指標と協調指標の順序

数値について各国の平均をとり，縦軸に労働努力，横軸に協調水準をとり，各国の関連を描いた

ものである．容易に理解されるように，両者の間には負の相関が観察される．すなわち，対立的

な経済においては労働努力が高く，協調的な経済においては労働努力水準が低い．このかぎりで

はBowles（1985）において展開されたモデルのインプリケーションと整合的である．しかし，そ

れ以上に注目すべきは，低水準の協調水準にある経済はおもにアングロサクソン系の経済であり，

高い協調水準にある経済は大陸ヨーロッパおよび北欧経済である．こうした結果はマクロの協調

環境が労働努力に何らかの効果を与えることを示唆するものであろう．したがってこうした点を

考慮すれば，今後の検討においては，ミクロレベルの変数とマクロの制度環境変数を同時に採用

したマルチレベル分析が必要とされるであろう．

図６　マクロレベルの労働努力と協調水準
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